
 

令和６年度 ９月補正予算（地震対策・木造住宅補強事業）の概要 

 

 

令和６年能登半島地震を受け、次のように補助金の拡充、上乗せを行います。 

 

【拡充内容】 

①耐震補強計画の作成に要した費用の補助率の拡充 

現 行：補助対象経費の２／３（県１／３、市１／３）、上限１８万円（県９万円、市９

万円） 

拡充後：補助対象経費の全額（県１／２、市１／２）、上限１８万円（県９万円、市９万

円） 

 

②精密診断法による耐震補強計画の作成に要した費用の補助金の上乗せ 

 拡充後：精密診断法による耐震補強計画を行った場合は、①に加えて上限１６万円 

（県８万円、市８万円）の補助金の上乗せ 

※精密診断法とは、目視中心の一般診断法とは異なり、必要に応じ、壁や天井を剥がし、

内部構造を確認する詳細な診断であり、一般診断法に比べ、より詳細な診断情報に基

づき補強設計を行うことで、その後の耐震補強工事の費用低減が期待されます。 

 

③耐震補強工事に要した費用の補助率の拡充、補助金の上乗せ（令和６～８年度の３年度

限定） 

現 行：補助対象額の２／３（県１／３、市１／３）、上限５０万円（県２５万円、市

２５万円） 

拡充後：補助対象額の全額（県１／２、市１／２）、上限１００万円（県５０万円、市

５０万円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別紙資料 



＜制度拡充の内容＞ 

①耐震補強計画の作成に要した費用の補助率の拡充 

○現行 補助対象経費の２／３（県１／３・市１／３）、補助上限１８万円（内 県補助上限９万円） 

・（例）設計費２１万円の場合、自己負担は７万円 

 

 

 

 

 

 

○拡充後、補助対象経費の全額（県１／２・市１／２）、補助上限１８万円（内 県補助上限９万円） 

・（例）設計費２１万円の場合、自己負担は３万円 

 

 

 

 
 
 
 
 
 

②精密診断法による耐震補強計画の作成に要した費用の補助金の上乗せ 

○一般的な耐震補強設計を行った場合 

・（例）設計費５０万円の場合、自己負担は３２万円（補助上限１８万円） 

 

 

 

 

 

 

○精密診断法による耐震補強設計を行った場合 

・（例）設計費５０万円の場合、自己負担は１６万円（補助上限３４万円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

個人等 

７万円 

県 

７万円 

市 

７万円 

補助金額１４万円 

個人等 

３万円 

市 

９万円（上限） 

補助金額１８万円（上限） 

県 

９万円（上限） 

個人等 

３２万円 

県 

９万円（上限） 

市 

９万円（上限） 

補助金額１８万円（上限） 

県 市 

補助金額１８万円（上限） 

市 

補助上乗せ１６万円（上限） 

個人等 

１６万円 

県 



③耐震補強工事に要した費用の補助率の拡充、補助金の上乗せ 

（令和６～８年度の３年度限定） 

（現 行）補助率：工事に要する費用の１／３以内、補助上限１００万円（内 国補助上限５０万円、

県補助上限２５万円）） 

○現行 

・（例）工事費３２０万円（令和４年度中央値）の場合、自己負担は２２０万円 

 

 

 

 

 

 

○拡充後 

 ・補助上限を拡充、補助上限１５０万円（内 国補助上限５０万円、県補助上限５０万円）） 

 ・（例）工事費３２０万円（令和４年度中央値）の場合、自己負担は１７０万円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

個人等 

２２０万円 

県 

25 万円 

補助金額１００万円（上限） 

市 

25 万円 

国 

５０万円 

個人等 

１７０万円 

補助金額１００万円（上限） 

国 

５０万円 

県 

25 万円 

市 

25 万円 

県 

25 万円 

市 

25 万円 

補助上乗せ 

５０万円（上限） 


